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（1） 最大判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。判決では，昭和 47 年 2 月 10 日施行の衆議院議員選挙に関
して，各選挙区間の議員一人当たりの有権者分布比率が最大 1 対 4.99 であったことの合憲性について争われ
た。本判決に関しては，徳永貴志・砂原庸介「『一票の較差』判決―『投票価値の平等』を阻むものは何か」
法学セミナー734 号 60 頁（2016 年），山本元一「議員定数不均衡と選挙の平等」ジュリスト憲法判例百選Ⅱ［第
5 版］336 頁（2013 年），駒村圭吾「選挙権と選挙制度」法学セミナー683 号 64 頁（2011 年），井上典之「衆
議院定数訴訟と投票価値の平等」法学セミナー609 号 91 頁（2005 年）参照。　
―1―
〔論　説〕
千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）pp.1-16
　平成 28 年 7 月 10 日に施行された参議院議員通常選挙に関しても，各地で選挙無効訴訟
が提起され，最高裁判所は平成 29 年 9 月 27 日に東京都選挙区と神奈川県選挙区の選挙人
らに対してそれぞれ判決を下した（以下，「平成 29 年大法廷判決」とする。なお，これら
2 つの判決は同内容である）。本判決に先立って，平成 24 年と平成 26 年に，最高裁判所
は参議院議員通常選挙の選挙区選挙における投票価値の不平等が違憲状態にあるとして，
それを是正するために選挙制度の仕組み自体を早急に見直すことを求める判決を下し（以
下，「平成 24 年大法廷判決」，「平成 26 年大法廷判決」とする），両判決を受ける形で平成
27 年には公職選挙法が改正されている（以下，「平成 27 年改正公職選挙法」とする）。平

























ぐる訴訟と最高裁から国会へのメッセージ―」中京ロイヤー24 号 1 頁（2016 年），佐藤研資「参議院選挙制
度の改革―１票の較差・定数是正問題を中心として―」立法と調査 336 号 13 頁（2013 年），拙稿「参議院（選
挙区選出）議員選挙における定数不均衡―平成 21 年 9 月 30 日最高裁判所大法廷判決―」千葉商大論叢 48
巻 1 号 101 頁（2010 年）参照。
―2―
千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
公職選挙法と改められた。これ以降，公職選挙法は幾度かの改正が重ねられてきている。
　まず，昭和 47 年に沖縄県が本土に復帰するのに合わせて沖縄選挙区に 2 人が加わり，
参議院議員の定数が 252 人になった。昭和 57 年には全国区制が廃止され，拘束名簿式比
例代表制が導入され，地方選出議員は選挙区選出議員へと名称が改められた。平成 6 年に
は 7 選挙区で 8 増 8 減された後，平成 12 年には参議院議員の総定数は 10 人削減され 242
人となり，この内，比例代表選出議員が 96 人，選挙区選出議員が 146 人という構成に改




成 24 年の公職選挙法改正では，平成 25 年 7 月の通常選挙に向けてというかたちで，選挙
区選挙について 4 増 4 減が行われた。選挙制度自体の抜本的見直しについては，平成 25





れ 2 人増加し，宮城県，新潟県，長野県では定数がそれぞれ 2 人削減された。なお，同法





平成 4 年に施行された参議院議員通常選挙の際には 6.59 倍に拡大している。平成 6 年の
改正によって較差は 4.81 倍に縮小したが，平成 7 年から平成 22 年までに施行された通常
選挙では 5 倍前後で推移している。平成 27 年の改正の後に実施された平成 28 年 7 月 10
日の参議院通常選挙においては，選挙区間の最大較差は 3.08 倍に縮小している（5）。






（4） 平成 27 年の公職選挙法改正の経緯に関しては，小松由季「参議院選挙制の見直しによる『合区』の設置―
公職選挙法の一部を改正する法律―」立法と調査 368 号 3 頁（2015 年）参照。
（5） 参議院議員の定数の変遷と人口較差の変動については，三輪和宏・河島太朗「参議院の一票の格差・定数是
















　平成 27 年改正公職選挙法と本件定数配分規定の合憲性に関しては，平成 27 年改正公職
選挙法が，合区などこれまでにない手法を導入し，選挙区間の最大較差を平成 25 年選挙















（6） 最大判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 175 頁。本判決に関しては，松本和彦「参議院議員定数不均衡訴訟」
法学教室 448 号 123 頁（2018 年），只野雅人「参議院選挙区選挙と投票価値の平等」論究ジュリスト 24 号
198 頁（2018 年），堀口伍郎「平成 28 年参議院議員通常選挙における 1 票の較差」法学セミナー756 号 96 頁
（2018 年），千葉勝美「司法部の投げた球の重み―最大判平成 29 年 9 月 27 日のメッセージは？」法律時報
89 巻 13 号 4 頁（2018 年），多田一路「参議院議員選挙における一部合区後の定数配分規定の合憲性」TKC ロー
ライブラリー・新判例解説 Watch 憲法 134 号 1 頁（2017 年），齊藤愛「平成 28 年参議院議員選挙と投票価
値の平等」法学教室 450 号 44 頁（2018 年），平成 29 年大法廷判決で争われた平成 28 年の参議院議員通常選
挙に関する各地の下級審判決を中心とした論考として，小林直三「一連の参議院議員定数不均衡高裁判決に
関する一考察〜名古屋高裁平成 28 年 11 月 8 日判決を中心に〜」WestlawJapan 判例コラム 94 号 1 頁（2017
年）参照。
―4―































































































判断の手法は昭和 52 年 7 月 10 日行われた参議院議員通常選挙における 1 対 5.26 の較差



















（7） 最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決に関しては，辻村みよ子「議員定数不均衡と参議院の
『特殊性』」憲法判例百選Ⅱ［第 2 版］320 頁（1994 年），久保田きぬ子「参議院地方選出議員定数訴訟に対
する第 2 の最高裁大法廷判決について」判例時報 1077 号 3 頁（1983 年），高野真澄「参議院議員定数最高裁
判決について」ジュリスト 794 号 13 頁（1983 年），野中俊彦「参議院定数不均衡合憲判決の検討」法学セミ
ナー342 号 16 頁（1983 年），同「参院定数不均衡合憲判決についての若干の考察」判例時報 1077 号 7 頁（1983
年）参照。




















める平成 24 年，平成 26 年の両大法廷判決と比べてみると，若干緩やかな表現が用いられ
ているようにも思われる。
（3）二院制








（9） 最大判平 24 年 10 月 17 日民集 241 号 91 頁。本判決では，平成 22 年 7 月 11 日施行の参議院議員通常選挙に
関して，選挙当時の選挙区間における議員一人当たりの選挙人数の最大較差が 1 対 5.00 であったこと合憲性
について争われた。本判決に関しては，辻村みよ子「参議院における議員定数不均衡」憲法判例百選Ⅱ［第
6 版］332 頁（2013 年），只野雅人「参議院議員定数不均衡訴訟」法学教室 401 号判例セレクト 2013［Ⅰ］4
頁（2013 年），新井誠「参議院議員定数不均衡訴訟上告審判決」平成 24 年度重要判例解説 8 頁（2013 年），
工藤達朗「参議院議員選挙と投票価値の平等―参議院議員選挙無効請求事件」論究ジュリスト 4 号 92 頁（2013
年）参照。
（10）最大判平 26 年 11 月 26 日民集 68 巻 9 号 1363 頁。本判決に関しては，市川正人「平成 25 年参議院議員選挙
と『一票の較差』」平成 26 年度重要判例解説 8 頁（2015 年），櫻井智章「4 増 4 減改正後でもなお『違憲状態』
と判断した参議院『一票の格差』平成 26 年判決」速報判例解説 vol.17・15 頁（2015 年），高作正博「公職
選挙法一四条，別表第三の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」判例時報 2265 号 132
頁（2015 年），斎藤一久「平成 25 年参議院議員選挙無効訴訟」法学セミナー721 号 110 頁（2015 年）参照。
―8―














　このように，昭和 58 年大法廷判決と平成 29 年大法廷判決は二院制から導かれる参議院
の特性と投票価値の平等との関係に関して論理が異なっている。この点について平成 29
年大法廷判決がその理由として指摘しているのは，「長年にわたる制度及び社会状況の変
















のは，選挙制度の抜本的な是正を求めた平成 24 年大法廷判決であろう。平成 24 年大法廷








としながらも，平成 24 年判決で争われた平成 22 年 7 月 11 日の選挙後に国会に提出され
た公職選挙法の一部を改正する法律案が，その附則で選挙制度の抜本的な見直しについて
引き続き検討を行う旨の規定を置いているという事情について論じた。平成 26 年大法廷
判決も平成 24 年大法廷判決と同様に，平成 24 年大法廷判決が下された平成 24 年 10 月





なわち，平成 25 年の選挙までの間には，平成 24 年に公職選挙法の改正が成立し，そこで
は選挙区選挙の定数配分が 4 増 4 減されたこと，同附則において平成 28 年の通常選挙に
向けて引き続き選挙制度の抜本的な見直しについて検討し結論を得ると併記されたこと，












れ，それにより数十年にわたり 5 倍前後で推移してきた最大較差が 2.97 倍（本件選挙時





（11）最大判平 21 年 9 月 30 日民集 63 巻 7 号 1520 頁。本判決では，平成 19 年 7 月 29 日施行の参議院議員通常選
挙における選挙当時の選挙区間における議員 1 人当たりの選挙人数の最大較差 1 対 4.86（平成 17 年 10 月実
施の国勢調査結果を基にすると最大較差 1 対 4.84）の合憲性が争われた。本判決に関しては，只野雅人「公
職選挙法 14 条，別表第三の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」判例時報 2072 号 164
頁（2010 年），井上典之「参議院定数訴訟における投票価値の平等―平成 21 年大法廷判決とその含意」ジュ
リスト 1395 号 31 頁（2010 年），上田健介「参議院議員定数配分規定の合憲性」平成 21 年度重要判例解説 8
頁（2010 年），上脇博之「参議院選挙区選挙の最大較差 4.86 倍を『大きな不平等』として選挙制度の仕組み
の見直しを求めた 2009 年最高裁大法廷判決」速報判例解説 vol.6・19 頁（2010 年），拙稿・前掲注（2）参照。
―10―






昭和 39 年の初の大法廷判決，定着期としては昭和 58 年大法廷判決，選挙制度の抜本的改
正に向けた要求をした時期としては平成 24 年，26 年大法廷判決であろう。
　初期の判決として挙げた昭和 39 年大法廷判決は，参議院議員通常選挙の議員定数不均
衡に関する最高裁判所による初の判決である（12）。昭和 39 年大法廷判決では，憲法 14 条
の趣旨に鑑みると，議員数を選挙人の人口に比例して配分することが望ましいとしながら
も，憲法にはこれを積極的に定めている条文は存在せず，他の要素を加味することも禁止















れる場合であると論じられた。平成 8 年大法廷判決では，平成 4 年 7 月 26 日に実施され






値の不均衡が違憲状態と判断されたのは，本判決が初めてであり，おおむね 1 対 6 の較差
までが参議院における投票価値の不均衡が合憲と判断される目安とされるようになった。
（12）最大判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 270 頁。本判決に関しては，常本照樹「議員定数判決の構造　議員定
数不均衡（1）・（2）」法学教室 211 号 81 頁・同 212 号 94 頁（1998 年），芦部信喜「議員定数不均衡の司法審
査」ジュリスト 296 号 48 頁（1964 年）参照。
（13）最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決については前掲注（7）参照。
―11―
合原理映：参議院議員通常選挙に対する選挙無効訴訟
　また，この時期に注目すべきは，平成 16 年大法廷判決であろう（15）。平成 12 年に公職
選挙法は参議院の議員定数を 10 人削減し，比例代表選挙を非拘束名簿式比例代表制に改
正された（以下，「平成 12 年改正公職選挙法」とする）。本法の下で行われた平成 13 年 7
月 29 日の参議院議員通常選挙に関しても，選挙区選挙の定数配分規定における 1 対 4.79















なく，投票価値の平等はできる限り 1 対 1 に近づけるべきで，1 対 2 を超える較差は違憲
と判断されるということである。追加反対意見では，都道府県の地域的な事情を国政に反
（14）最大判平 8 年 9 月 11 日民集 50 巻 8 号 2283 頁。本判決に関しては，井上典之「参議院（選挙区選出）議員
定数不均衡訴訟大法廷判決」判例時報 1594 号 184 頁（1997 年），辻村みよ子「議員定数不均衡と参議院の特
殊性」憲法判例百選Ⅱ［第 5 版］340 頁（2007 年），安西文雄「立法裁量論と参議院選挙区における投票価
値の平等」法学教室 196 号 26 頁（1997 年），川神裕「公職選挙法（平成 6 年法律第 2 号による改正前のもの）
14 条，別表第 2 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」最高裁時の判例Ⅰ公法編 73 頁（2003
年）参照。
（15）最大判平 16 年 1 月 14 日民集 58 巻 1 号 56 頁。本判決に関しては，河島太朗「参議院定数訴訟における最高
裁判例の最近の展開」レファレンス 684 号 65 頁（2008 年），東京大学判例研究会（姜光文執筆）「最高裁判
所民事判例研究・民集 58 巻 1 号」法学協会雑誌 123 巻 5 号 254 頁（2006 年），近藤敦「参議院の議員定数と
憲法 14 条」法学セミナー605 号 122 頁（2005 年），今関源成「参院定数不均衡最高判決―最高裁 2004 年 1
月 14 日大法廷判決をめぐって」ジュリスト 1272 号 88 頁（2004 頁），野中俊彦「非拘束名簿式比例代表制お
よび選挙区選出議員定数配分規定の合憲性」法学教室 286 号 8 頁（2004 年），常本照樹「参議院における選
挙区選出議員定数配分の合憲性」民商法雑誌 13 巻 1 号 112 頁（2004 年），拙稿「参議院議員定数不均衡訴訟
における最高裁判所の立法裁量論―平成 16 年 1 月 14 日最高裁判所大法廷判決を中心にして―（1）・（2）」













































（20）最大判平 21 年 9 月 30 日民集 63 巻 7 号 1520 頁。前掲注（11）参照。
（21）定数訴訟における最高裁判所の変化について，平成 20 年に就任した竹崎博允最高裁判所長官の時代に位置
づけて論じたものとして，赤坂幸一「司法制度改革へのアンビヴァレンス―竹崎博允―」法律時報 89 巻 3




年と平成 26 年の両大法廷判決を受ける形で，平成 27 年改正公職選挙法が成立し，そこで
は一部選挙区の合区というこれまでにない手法が採用された。その結果，数十年にわたり
5 倍前後で推移してきた選挙区の議員一人当たりの人口の最大較差を 2.97 倍（本件選挙時





































千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
もって合理的期間の区切りをつけないままにすることはできないのではなかろうか（25）。
 （2018.5.20 受稿，2018.6.21 受理）
（24）齊藤・前掲注（6）47 頁。近時の判例には，従来の判断基準の流動化がみられるという指摘もある。三輪・
河島・前掲注（5）4 頁参照。









　本稿は，平成 29 年 9 月 27 日に最高裁判所大法廷によって下された平成 28 年 7 月 10 日
実施の参議院議員通常選挙における議員定数配分規定の合憲性に関する判決の評釈であ











千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
